
平成30年４⽉19⽇（⽊

⾼知県危機管理部 危機管理・防災課
課⻑ 江渕 誠

⾼知県総合防災情報システム
〜縦断的な情報共有の課題について〜
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全壊・焼失棟数 ： 約 238万6千棟
想定死者数 ： 約32万3千⼈
経済被害額 ： 約220兆円

前例のない甚⼤な被害
想定死者数は、

従来の約１３倍！

経済的被害は、
国家予算の２倍以上！

○30都府県750市町村が被災（全国⾯積の約32％）
（震度６弱以上⼜は沿岸部津波⾼３ｍ以上の市町村）

○影響都府県、市町村には
・全国⺠の約53％が居住 （約 6800万⼈）
・製造品出荷額 全国の約66％（約189.5兆円）

経済・産業の中枢が被災

中央防災会議（2003）

内閣府（2012.8.29）各県最大
津波高

南海トラフ地震により想定される被害（最悪のケース）
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⾼知県では、県及び市町村の防災対策に資するため、下記のコンセプトを元に⾼知県総合防災情
報システムを平成25年度に更新し、現在に⾄る。

⾼知県総合防災情報システム概要

・ 発災前の県⺠の避難⾏動や発災後の県及び市町村の応急対策業務を⽀援するた
め、防災情報の監視、災害報告、職員参集、気象情報の収集、情報伝達等を⽬的
とする。

・ 災害において情報共有による的確な災害対応活動、関係部署の⾃律的な災害対
応活動を⽀援するため、災害対策本部で収集した情報を整理、共有する。

防災情報基幹システム

災害対策本部⽀援システム

整備⽬的

1.「初動期の被災情報収集・共有の迅速化」
2.「災害対策全般に必要な情報の電⼦化・ネットワーク化」
3.「住⺠・マスコミに対する広報⼿段の構築」

⾼知県総合防災情報システム
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現⾏システムについて
・ 平成26年４⽉に第三世代として構築。
※ 防災情報通信基盤整備事業費補助⾦を活⽤。（１／２補助）

⾼知県総合防災情報システム概要

基幹システム

⾼知県総合防災
情報システム

気象情報システム
災害報告システム

広報システム
職員参集システム
外部連携システム

映像情報配信システム
防災情報監視システム

共通業務機能

災害対策本部⽀援システム
地図情報による
情報共有

市町村

⼟⽊事務所等

被災現場

●
被
害
情
報

⽔防情報システム

四国地⽅整備局

●
観
測
情
報

気象庁

●
気
象
情
報

職員
●
職
員
参
集

Ｌアラート ●
情
報
発
信

・避難勧告等の情報
・避難所情報
・災害対策本部設置状況
・被害情報

ホームページ

Ｔｗｉｔｔｅｒ

報道機関

⾃衛隊ほか
防災関係機関

ヘリサット

国⼟交通省ライブカメラ

●
映
像
情
報 映像配信

サーバ プライベートクラウド ⼤規模災害が発⽣しても、
データ消失やシステム停⽌を防ぐ

メール、電話呼び出し
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県

情報伝達者

市町村

放送事業者

新聞社携帯事業者

ポータルサイト
運営事業者

インターネット

ＶＰＮ/ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

全国ノード

全国ノード全国ノード

避難勧告・指⽰等

防災情報
お知らせ等

他⾃治体の
情報照会

情報収集
フォーマット変換
配信

情報発信者

コモンズネットワーク

情報収集
フォーマット変換
配信

NOC

県情報
ハイウェイ

地域住⺠

防災システム等

防災情報

中央省庁等
・気象情報
・河川情報

等

ＡＭラジオ

ＦＭラジオ等

デジタルＴＶ

携帯電話
（ワンセグ、
緊急速報メールなど）

インターネット

等

お知らせ等

住⺠へ伝達する際のメディアの選択や表現
形式は、情報伝達者の責任で⾏う。

連携システム

Lアラートシステムの概要
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⾼知県総合防災情報システム（実際の画⾯）

市町村総括
（被害状況）

広報

気象情報

緊急速報メール
配信

機能例
（画面抜粋）

詳細PDFも取り出し可能

ヘリ離着陸台帳

防
災
情
報
基
幹
シ
ス
テ
ム

災
害
対
策
本
部

⽀
援
シ
ス
テ
ム

クロノロ
（災害記録）
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危機管理・防災課
H30当初予算額 3,720千円

【対策のポイント】
○ 沿岸の防災⾏政無線のサイレン及び⾳声パターンを統⼀し、⼤津波・津波警報を合図に⼿動放送を開始するまで繰り返し⾃動放送する。
○ ⾼知県総合防災情報システムを改修することにより、緊急速報メールを⾃動配信できるようバージョンアップ。

⼤津波・津波警報以降に発表される「津波情報（予想される津波⾼、到達時刻等）」を継続して配信する。
○ 携帯電話の振動及び画⾯に表⽰される⽂字情報で避難を促し続ける。

【課 題】
⇒約２割の県⺠が「避難を開始するためのきっかけを必要としている」ことが判明

揺れがおさまった後、すぐに（68.6%）
津波警報が出たら（14.8%）
市町村から避難の呼びかけがあったら（6.6%）
近所の⼈が避難したら
家族が避難したら
マンション等の⾼層階に住んでいるため避難しない
無回答

『平成27年度地震・津波に対する県⺠意識調査』（平成27年9⽉） 津波からの避難の呼び掛けを⾏う仕組みが必要！

■H28年度：「早期津波避難システム検討委員会」（平成29年１⽉）
※委員：学識経験者、⾼知地⽅気象台、県内3市防災担当課⻑等
○防災⾏政無線、緊急速報メール等の活⽤など対策案の提⽰

■H29年度：「早期津波避難システム検討協議会」（平成29年７⽉〜10⽉）
※委員：沿岸19市町村防災担当課⻑、⾼知地⽅気象台等
○対策案の具体化

対策１：防災⾏政無線のサイレン及び⾳声パターンを統⼀
対策２：緊急速報メールを活⽤した津波情報の配信

○ ⼤津波警報は命令調で呼びかけ
・ ⼤津波警報：サイレン（3秒吹鳴2秒休⽌）×３回

「⼤津波警報、⼤津波警報。⼤⾄急、⾼台へ避難せよ。
⼤津波警報が発表されました。海岸付近の⽅は⼤⾄急、⾼台に避難してください。」

・ 津波警報： サイレン（5秒吹鳴6秒休⽌）×２回
「津波警報が発表されました。海岸付近の⽅は⼤⾄急、⾼台に避難してください。」

○ 総合防災情報システム改修により緊急速報メールを⾃動配信
・ 気象庁が発表する「津波情報」の電⽂を解析する機能を追加
・ 「津波情報」をもとに緊急速報メールを⾃動配信する機能を追加

津
波
警
報

約
５
分
後緊急地震速報

１
時
間
〜
2
時
間
後

津波警報・注意報
（⼀部解除）

約
15
分
後

最新情報に更新

⾃動起動(市町村防災⾏政無線等)
津波情報を合図に配信

ヘルパちゃん

じしんまん

たいさくくん

⾼知県防災キャラクター
©やなせたかし

つなみまん

○ 繰り返し⾃動放送を継続

避難⾏動の呼びかけを強化・連続化
津波情報を継続的に配信

聴覚障害者等への情報伝達も可能

気象庁が発表する
津波警報等発表のタイムライン（例）

震
度
速
報

津波情報
・津波観測に関する情報
・沖合の津波観測に関する情報

津波情報
・ 津波到達予想時刻
・ 予想される津波⾼
・ 各地の満潮時刻等

津波警報・津波情報の更新

早期避難等情報発信システムの構築（平成30年度事業）

7Donet １・２、全国港湾海洋波浪情報網（ﾅｳﾌｧｽ）、潮位計などの情報活用

気象庁


